
 

対 外 報 告 

   

 

 

 

現代的課題を切り拓く地理教育 

 

 

 

 

平成１９年（２００７年）９月２０日 

日 本 学 術 会 議 

地域研究委員会 人文・経済地理と地域教育（地理教育を含む）分科会 

地域研究委員会 人類学分科会 
 



 



 i

この対外報告は、日本学術会議地域研究委員会、人文・経済地理と地域教育（地理教育

を含む）分科会と人類学分科会が、合同で実施した「学校教育における地域教育（地理教

育を含む）」に関する審議結果を取りまとめ公表するものである。 
 

人文・経済地理と地域教育（地理教育を含む）分科会 

 
委員長   碓井照子 （第一部会員） 奈良大学文学部教授 
副委員長  山川充夫 （連携会員）  福島大学理事・副学長 
幹事    秋山元秀 （連携会員）  滋賀大学教育学部長 
幹事    松原 宏 （連携会員）  東京大学大学院総合文化研究科教授 
委員   高橋眞一 （第一部会員） 神戸大学名誉教授 
委員    荒井良雄 （連携会員）  東京大学大学院総合文化研究科教授 
委員    石川義孝 （連携会員）  京都大学大学院文学研究科教授 
委員    伊藤達雄 （連携会員）  名古屋産業大学名誉教授・特任教授 
委員    大江守之 （連携会員）  慶応義塾大学総合政策学部教授 
委員    金田章裕 （連携会員）  京都大学大学院文学研究科教授 
委員    杉浦芳夫 （連携会員）  首都大学東京都市環境学部教授 
委員    千田 稔 （連携会員）  国際日本文化研究センター教授 
委員    滝澤由美子（連携会員）  帝京大学文学部教授 
委員    戸所 隆 （連携会員）  高崎経済大学地域政策学部教授 
委員    中村和郎 （連携会員）  日本教育大学院大学客員教授 
委員    野間晴雄 （連携会員）  関西大学文学部教授 
委員    氷見山幸夫（連携会員）   北海道教育大学旭川校教授 
委員    村山祐司 （連携会員）  筑波大学大学院生命環境科学研究科教授 
委員    山本健兒 （連携会員）  九州大学大学院経済学研究院教授 
委員    岩本廣美 （特任連携会員）奈良教育大学教育学部教授 
委員    櫻井明久 （特任連携会員）駒澤大学文学部教授 
委員    鈴木厚志 （特任連携会員）立正大学地球環境科学部教授 
委員    山口幸男 （特任連携会員）群馬大学教育学部教授 
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人 類 学 分 科 会 

 
委員長   山本眞鳥  （第一部会員） 法政大学経済学部教授 
副委員長  栗本英世  （連携会員）  大阪大学大学院人間科学研究科教授 
幹事    竹沢泰子  （連携会員）  京都大学人文科学研究所教授 
委員    斎藤成也  （第二部会員） 国立遺伝学研究所教授 
委員    庄垣内正弘 （第一部会員） 京都産業大学文化学部客員教授 
委員    内堀基光  （連携会員）  放送大学教授 
委員    大塚和夫  （連携会員）  東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化 
                    研究所長 
委員    加藤泰建  （連携会員）  埼玉大学教養学部教授 
委員    窪田幸子  （連携会員）  広島大学大学院総合科学研究科准教授 
委員    小泉潤二  （連携会員）  大阪大学大学院教授・総長補佐・グローバル

コラボレーションセンター所長 
委員    小長谷有紀 （連携会員）  国立民族学博物館教授 
委員    佐野賢治  （連携会員）  神奈川大学大学院歴史民俗資料学研究科教授 
委員    関 雄二  （連携会員）  国立民族学博物館教授 
委員    出口 顕  （連携会員）  島根大学法文学部教授 
委員    長野泰彦  （連携会員）  独立行政法人人間文化研究機構理事 
委員    馬場悠男  （連携会員）  国立科学博物館人類研究部長 
委員    原ひろ子  （連携会員）  城西国際大学大学院人文科学研究科客員教授 
委員    本多俊和  （連携会員）  放送大学教授 
委員    宮家 準  （連携会員）  國學院大学大学院文学研究科講師 
委員    山極寿一  （連携会員）  京都大学大学院理学研究科教授 
委員    杉本良男  （特任連携会員）国立民族学博物館教授 
委員    森山 工  （特任連携会員）東京大学大学院総合文化研究科准教授 
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報告書及び参考資料の作成にあたり、以下の方々に御協力いただきました。 

小澤紀美子（東京学芸大学教授、日本環境教育学会会長） 

伊藤 悟 （金沢大学教育学部教授） 

井田 仁康 (筑波大学総合人間科学研究科准教授) 

太田 弘 （慶應義塾普通部教諭） 

  

また、平成１９年１月１９日に以下の方々からヒアリングを行いました。（当時の所属） 

松永賢誕 （文部科学省初中局教育課程課課長補佐） 

浅川俊夫 （国立教育政策研究所教育課程調査官） 

吉開 潔  (文部科学省初中局教育課程課教科調査官) 

 



 iv

要      旨 

 
１．作成の背景 

 

現在、人類が解決を迫られている重要な現代的課題は、地理教育と深く関連している。 
 
・ 時代が大きく変わりつつある現在、地域もまた大きく変貌し、新たな地域への視

座が求められている。グローバル化のなかで、かつての先進国と開発途上国という単

純な二分法では現実の問題は十分理解できなくなっている。人口減少時代を迎えた日

本でも、東京一極集中が依然続き、地方でも政令指定都市クラスの大都市が成長する

一方で、その他の都市や農山村・漁村地域では人口流出と地域経済の衰退が著しい。

そのため、住民参加による自立した地域づくりや地域の自然や歴史、文化、産物など

の地域資源を活かしたエリアマネジメント1や政策判断のできる人材の育成が要請さ

れている。多様な地域的問題を的確かつ総合的に理解し、地域に愛着を持って地域づ

くりに参画できる人材の養成が現代的課題である。地理教育は、このような人材の育

成において、一つの中心的な役割を果たす領域である。 
 
・ また、人間活動の結果として生じる環境変化が、その活動舞台となる地域の変貌

によって、人類共通の現代的課題として深刻な環境問題を惹起している。この環境問

題について日本学術会議は、根本的には地球の物質的有限性（地球の有限性）と人間活

動の拡大とによって生じた「行き詰まり問題」としてとらえ、『日本の計画』(平成 14 年
9 月)2において地球規模の問題解決へのシナリオを提起した。その中で、人間の活動の場

と密着した風土の重要性が指摘されたが、この自然や文化のおりなす風土に係わる教育は、

もともと地理教育が担ってきたものであり、地理教育の本質である。環境問題を理解し、

持続可能型社会の実現を目指して「行き詰まり問題」の解決に向けて人類が努力するには、

人間及び人間社会の存在が歴史的のみならず、根源的に風土的・空間的存在であるという

理念をもつ地理教育が重要である。 
 

・ 次に、世界中で進行しているグローバル化の課題がある。国の内外で、文化を異にす

                                                   
1 広義には、一定の地域（エリア）における地域住民・地権者に身近な安全・安心・美しさ・豊かさその他の地域にお
ける居住環境・市街地環境の維持・向上・管理を実現していくための地域住民等による様々な自主的取り組み（合意形

成、財産管理、事業・イベント等の実施、公・民の連携等）を指す。（『エリアマネジメントの推進について（新たな担

い手による地域管理のあり方検討委員会報告書）』平成 19年 2月 23日 国土交通省土地・水資源局より） 
2 『日本の計画』では、「地球の有限性の中での人類社会の持続可能な開発は、欲望の抑制や欲望の方向転換を通じて確
保されるべきである。その過程では、文化の多様性を尊重する中でさまざまな格差や不平等を解消し、人類社会の基本

的な普遍性に基づく平等性を確保する必要がある。このような、欲望の抑制や方向転換、多様性の尊重、平等性の確保

に特徴づけられる意思決定システムの進化を、「持続可能性を獲得するための進化」(Evolution for Sustainability)と呼
ぶこととしたい。」としている。 
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る人々の間の相互の接触機会は格段に増えている。日本学術会議第 18期「教育体系の再
構築特別委員会」は、平成 15年 7月に公表した対外報告『21世紀半ばを目指す教育体系
の再構築』の中で、「人文社会科学の知見によって、多文化、多価値共生社会を創出する

人材」、「異なる社会、集団に属する人の存在を尊重し、価値を認め、共存と共栄をはかる

教養と倫理をそなえた人」の育成を重要課題に挙げている。多文化共生という現代的課題

を理解し、それらの事態に対応できる真の国際人の養成は急務である。さらにまた、グロ

ーバル化した現代社会のあり方を把握することは、すべての現代人に必要なこととなって

きている。 
 
・ さらに、大規模な自然災害について、日本学術会議第 20期の「地球規模の自然災害
に対して安全･安心な社会基盤の構築」委員会は、2007年 5月に対外報告『地球規模の自
然災害の増大に対する安全・安心社会の構築』を公表したが、その中で、自然災害発生の

メカニズムに関する基礎知識、異常現象を判断する理解力及び災害を予測する能力を養い、

災害による被害を最小限に食い止め、また人為的な災害を未然に防ぐための地域防災力を

高めるという現代的課題のために、学校教育における地理、地学等のカリキュラム内容の

見直しを含めて防災基礎教育の充実を図る必要があるとしている。 
 

・ 最近の新しい動向として、第 166 回国会（平成 19 年）において地理空間情報活用推

進基本法が制定されたが、この法律の目的は、国民が安心して豊かな生活を営むために地

理空間情報の活用を推進することにあり、地図や GIS3を利用した地理空間情報の利活用が

国民的な課題になってきている。これを推進するためには、地図の利用法や GIS の技法な

どを地理教育の中に積極的に盛り込み、社会において有効な活用がはかられるようにする

必要がある。 

 

・ 最後に、最近の教育をめぐる政策の新しい動きがある。教育基本法の改定に伴い教育

の目標として、「生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと」

及び「伝統と文化を尊重し、それをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国

を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと」が明記され（第 2 条）、さ
らにそれをうけて改正される学校教育法では、義務教育の目標としてより地理教育に関わ

りの深い新たな条項が加えられた。これらの目標を実現するためには、地理教育の果たす

役割が大きい。 

                                                   
3 GISは地理情報システム（Geographic Information System）の略語であり、位置や空間に関する情報（地理空間情
報）を総合的に管理・分析し、地図化などにより視覚的に表現して、意思決定支援などを可能にする技術である。GIS
が、住民参加型行政の実現や、安心・安全社会、環境に優しい持続型社会の形成に必要な技術であるため、国は平成 15 
(2003) 年から 17 (2005) 年にかけて、教育、安心・安全、自然・環境、地域ポータルの 4分野で、GIS利用定着化事業
を実施した。また、平成 4年(1992)、リオデジャネイロで開催された「環境と開発に関する国連会議」においてリオ宣
言が採択されたが、その中で環境問題を解決するために、地球全体の GISデータを整備する必要性が示され、日本でも
地球地図が作成されるようになった。 
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２．現状及び問題点 

 

以上述べたとおり、地理教育は、さまざまな現代的課題を科学的に理解し解決しようと

する際に、きわめて重要な役割を果たすものである。 
 
・ しかし、現在の高等学校では、学習時間全体の減少の中で、地理歴史科・公民科（1989
年以前は、社会科）の科目の履修時間の減少のみならず、学習内容も以前に比べて限ら

れたものとなっている。高校で地理系科目の学習に充てられる時間は減少する傾向にあ

り(参考資料１)、地理も歴史も必修科目であった時代に採用された高校の教員が、2007
年以降、大量に退職したあとで十分に補充が行われなかった場合、とくに選択科目とな

っている地理においては、高校での履修科目としての適切な位置づけが失われるのでは

ないかという危惧がある。(「地理の 200７年問題」といわれる。)4 高等学校での地理履

修者の減少により、大学生においてすらイラクの位置さえも世界地図で示せない学生が

44％もいることが明らかになり（平成 17年実施の日本地理学会地理教育専門委員会の調
査、参考資料２）、若年層において、現代的課題の解決や地域づくりの基礎となる地理的・

空間的思考のための基礎知識が不足している。社会全体でも、地域多様性・文化多様性

に関する関心が低く、広域的・長期的視点から地域問題に関心を持たない人々を増加さ

せている。今後、状況はますます悪化し、日本人の、現代的課題解決のための基礎的能

力が弱まる傾向が懸念される。なお高校での地歴科の履修科目のあり方については現在、

史学委員会、地域研究委員会、心理学・教育学委員会の合同分科会として、「高校地理

歴史科教育に関する分科会」を設置し、総合的に検討している。  

 

・ 平成15年度小中学校教育課程実施状況調査（国立教育政策研究所教育課程研究センター）
によると、球面上で地球規模の位置関係をとらえる技能やその基盤となる地理的知識、日

本の自然環境に関する知識が不十分で、観察や調査などを通して自分達の身近な地域の特

色を調べる学習（地域調査）を忌避する傾向（嫌いが45.6％、好きが28.9%）などが見ら
れる (参考資料３) 。 地域の調べ学習では、教員の地図の利用に関する理解や地域調査

の経験が、学習の満足度に影響するため、教員の地理教育における力量不足が、生徒の学

習への関心度を低下させているとも考えられ、地域づくりの基礎となる郷土への愛着を育

てるために、地域の調べ学習を通して科学的態度を育成することが難しくなっているとい

える。また防災教育の視点から、地域の自然環境と人間活動の理解など災害に関する安全

への判断力育成においても、現状の地理教育には問題が多く改善が必要である。 

 

                                                   
4 理科教育とくに地学などでも同様の現象が先行して見られる。高校地学の履修率は８％（教科書需要数
から推定）であり，地球環境問題や自然災害を国民が理解するうえで極めて大きな問題であると言わざる

を得ない。こうした高校教育の背景下で，将来の教員になる若者の専門的能力の低下が連鎖していく深刻

な事態になっている。 
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・ 教員への教科教育（教科研修を含む）の低下は、生徒の学習意欲衰退へつながってい

るといわれ，理科教育において顕著である。その傾向は地理教育においても自然環境、地

図、地域調査、災害と人間活動の関係などの分野で特に深刻である。日本学術会議20期の

要望「これからの教師の科学的教養と教員養成の在り方について」において高度で複合的

な科学的教養を生徒に獲得させる教師の養成及びその資質を持った教師の採用と研修制度

の構築が不可欠であるとして、いくつかの短期的･長期的な提言を行っているが、理科的素

養も必要とする地理教育において、高い科学的教養をもった教員の育成が必要である。現

在、理数科教育の改善については、日本の学校教育における重要な課題として、地球惑星

科学委員会社会貢献分科会が中心となって理数系教育に関係する分野横断的な検討がなさ

れており、地理教育の立場からもこの分科会に参加している。 

 

・ 海外で活動する日本人の数は顕著に増大し、また海外より日本に留学や仕事で来日す

る外国人の数はそれ以上に増大している。今や、人々の日常の暮らしの中に、異文化と接

することが必然的となってきている。しかしながら、異質な文化への共感に立脚した相互

理解が進んでいるとは言い難い。またグローバル化した社会のあり方は、高度に複雑なも

のとなっており、これらを把握し理解することも重要である。一方、かつて日本が海外先

進国の暮らしや社会のあり方に到達することを目標とし、それらを導入しようと心を砕い

ていた時代には、海外先進国に対する茫漠とした憧れが存在していたが、今日そのような

関心は特に若い人たちの間では薄れてきている。それに伴い海外や異文化一般への関心は

後退しつつあり、とりわけ開発途上国に対しては無関心や差別意識をもって接することが

増えてきている。時代の要請に対応した真の国際人を育て、グローバル化した社会のあり

方をきちんと理解する日本人を育てることが、これまでになく必要不可欠な重要課題とな

っている。 

 
・ 特に地図に関しては、電子地図や GIS の普及など科学技術の目覚しい進歩があるが、
現行の地理教育では十分にその成果が活かされていない。これらの科学技術の進歩による

成果を地理教育に取り組むことはきわめて重要である。また、地理空間情報活用推進基本

法などの制定にみられるように、地理空間情報が重要になる時代に向けた人材育成の視点

を、地理教育をになう教員養成のカリキュラムに導入し、充実するべきである。 
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３．提言の内容 

 
基礎的知識の習得から問題を発見し、解決できる能力の育成、循環型社会、多文化共生

社会、災害認知型社会、高度情報化・地理空間情報社会などを理解し、積極的に地域づく

りに参画しようとする人間の育成という地理教育のあり方を踏まえ、以下の６つの提言を

する。 
 
（１）時間的観点と空間的観点のバランスのとれた学習の推進 

どんな物事に対しても、まず「いつ？ どこで？ どういう所で？」という問い

かけから始めるような、時間軸と空間軸をバランスよくとって物事を考える学習

の習慣を、身につけさせるようにすること。そのため初等・中等教育において、

地理的視点を適正にもりこんだ教育内容が確保されること。 
 
（２） 多様な地域的問題を的確かつ総合的に理解し、地域に愛着を持って地域づくり

に参画できる人材の養成と地理領域の教員の適切な確保 
現代における地域の変化を的確に理解し、国や地域の多様性を尊重して公平な

意思決定ができ、地域に愛着を持って地域づくりに参画できる人材の育成をは

かること。そのため、国土や地域問題に関心の低い児童・生徒・学生をこれ以

上増加させないように、学校教育における地理領域を正しく教えられる教員を

適正に採用すること。緊急の問題として“地理の 2007年問題”といわれる地理
系教員の激減に対策を講ずること。 
 

（３） 環境問題解決の知識基盤としての地理教育の重要性の認識と小・中・高校における

一貫したカリキュラム体系の実施 

地球規模の問題を解決する能力を育成するために、風土的・空間的な思考力の育

成とその基盤になる地理的基礎知識の習得を図ること。特に地理的基礎知識が環

境教育の知識基盤として重要であることを認識して、初等・中等教育における一

貫したカリキュラム体系を実施すること。 

 

（４）グローバル化に対応する多文化共生を実現するため「文化」についての学習の充実 

 グローバル化の進行に対応して、差別意識や人種主義を克服し、異文化理解を促

進するために、文化という概念や海外の多様な文化のあり方を具体的に教え、多

文化共生を実現すること。文化概念に関連する民族、国民国家、アイデンティテ

ィ、郷土などの概念の正確な理解も重要であり、文化についての学習のあり方を

根本的に再考し、充実を図ること。 
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（５） 安心・安全な地域づくりのための地理教育の推進 

ハザードマップの利用や安全マップづくりなどの体験をとおして、災害などが起き

る地理的条件についての理解を深め、災害認知型社会における地域防災力を高め、

安心・安全な地域づくりに参画できる人材を育成すること。そのため、ハザードマ

ップや安全マップなどの教材化、自然環境と災害に関する地理教育の内容を充実さ

せること。 

 

（６）地図/GISに関する教員のスキルの向上と教育現場での地図/GIS利活用の推進 

地図/GISに関する基礎的知識や技能の習得により、地理空間情報を活用した学習の

習慣を身につけ、地域の自然、文化や歴史に愛着を感じ、地域づくりに参画できる

能力、国際化や地方分権を理解する人材を育成することが求められている。学校教

育のなかで地図/GISを積極的に利活用することが必要であるが、そのためは、教員

の地図/GISに関する基礎知識や技能の向上をはかる必要がある。教員養成カリキュ

ラムに地図/GISに関する科目を新設し、現職教員への地図/GIS研修なども実施する

こと。 
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１．現代的課題と地理教育 
 

現在、人類が解決を迫られている重要な現代的課題は、地理教育と深く関連している。 
時代が大きく変わりつつある現在、世界の地域、そして日本の地域、さらには身近な

地域もまた大きく変貌し、それぞれに新たな視座が求められている。また、人間が長い

間自然に働きかけてきた結果として生じる環境問題も、環境を変化させる我々の活動の

舞台となる地域の変化によって、新たな面が生じたり、より深刻な問題になってきた。 
 例えば、世界の地域の変化に関してみても、10～20 年前の状況とは大きく異なりつ
つある。グローバル化のなかで、アメリカ合衆国、EU、日本などのように、従来から
世界経済の中心である地域の存在とともに、中国、ロシア、ブラジル、インド等の台頭

が著しい。一方で、サハラ以南アフリカ、南アメリカ北部、インドをのぞく南アジア等

の地域のように、依然、経済発展が相対的に漸進的な地域もある。要するに、従来の先

進国、開発途上国の分類では必ずしも理解が十分でなく、むしろどちらのカテゴリーで

も発展のダイナミズムに差異が生じていると考える必要がある。 
日本でも同様に、人口減少時代を迎える現在、東京一極集中が依然続き、地方でも政

令指定都市クラスの大都市が成長する一方、その他の都市や農山村、漁村地域では人口

の流出と地域経済の停滞が明確になってきた。このような地域の変化を的確に理解し、

地域に愛着を感じ、地域の自然、歴史、文化や伝統、産物などを地域資源と考えて、地

域活性化、環境共生や多文化共生などの現代的課題に積極的に取り組み、住民参加型の

地域づくりに参画する人材の育成は、これからの日本にとって重要な課題である。 
さらに国や地域の多様性、文化の多様性を尊重して公平な意思決定ができる人間の育成

をはかることは、学校教育における地理教育の目的の一つであるが、高校で地理系科目の

学習に充てられる時間は減少する傾向(参考資料１)にあり、大学生ですらイラクの位置を世
界地図で示せない学生が 44％もいることが明らかになった（平成 17年実施の日本地理学会
地理教育専門委員会の調査、参考資料２）。この調査から、高等学校で地理を選択しない生

徒の増加は、地域多様性や文化多様性に関する関心が低く、広域的・長期的視点から地域

問題に関心を持たない人間を増加させていることがわかる。また、文部科学省の平成 15年
度の小中学校教育課程実施状況調査（国立教育政策研究所教育課程研究センター）による

と観察や調査などを通して自分達の身近な地域の特色を調べる学習（地域調査）を忌避す

る傾向（嫌いが 45.6％、好きが 28.9%）(参考資料３)がみられ、国土や地域問題に関心の低
い学生数が増加している。地域の調べ学習（地域調査）は、科学的思考の素地を育成し、

国や郷土の自然や文化・伝統を正しく理解し、自らの判断において国や郷土に愛着を持つ

ことをすすめるものであるが、地域の調べ学習を忌避する傾向の増大は、我が国の将来に

おいて深刻な問題である。 
人間は地球（自然、土地、空間）とともに存在し、地球との繋がりの解明なくして人間

及び人間社会の存在の意味は捉えられないという根源的テーマから、人間は地表(土地、自
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然、空間)とどのように関わっているのかという地理教育の本質が析出される。日本環境教
育学会会長の小澤紀美子氏は、本分科会において環境教育のベースに基礎的な地理的知識

が不可欠であると説明されたが、まさに、生命及び自然を尊重する精神は、地理教育にお

いてその本質が理解され、地球環境の保全という態度も養われるのである。 
日本学術会議は、『日本の計画』（平成 14年 9月）の中で、環境問題を含む地球規模の問

題解決に積極的に貢献するため、21 世紀の人類が歩むべき 30～50 年後を見据えた解決の
方向性を提案したが、その中で、21 世紀初頭の人類史的課題を、根本的には地球の物質的
有限性（地球の有限性）と人間活動の拡大とによって生じた「行き詰まり問題」としてと

らえている。この考え方は、人間活動を地球（自然、土地、空間）との関係で捉える地理

教育に通ずるものがある。『日本の計画』では、この「行き詰まり問題」を解決するために、

欲望の抑制や方向転換、多様性の尊重、平等性の確保に特徴づけられる意思決定システム

の進化が必要であるとし、循環型社会への転換を実現するために世代間倫理、社会倫理、

生活倫理を共有し、人間活動の場と密着した風土の倫理に基づいて考究することが必要で

あるとした。このことは、循環型社会における地球規模の問題解決能力のベースには、人

間及び人間社会の存在が歴史的のみならず、根源的に風土的・空間的存在であることの理

解が必要であることを意味している。 
グローバル化が進行する現代において、多数の人々が国境を越えて移動している。海

外に留学したり仕事で滞在したり、また日本国内にあっても、多様な国籍や文化をもつ人

と、学校であるいは職場で接する機会をもつ人々の数は急速に増大している。また海外か

らの帰国生や留学・交換プログラム等で、海外の暮らしを経験する児童・生徒の数は着実

に増加している。しかしそれよりも見逃すことができないのは、留学生・研修生、日系人、

国際結婚をしている親を持つ子などが、隣人として暮らす状況が、日本各地で進行してい

る事実である。国の内外で、文化を異にする人々の間の相互の接触機会は格段に増えてい

る。多文化共生という現代的課題を理解し、それらの事態に対応できる真の国際人の養成

は急務である。さらにまた、グローバル化した現代社会のあり方を把握することは、すべ

ての現代人に必要なこととなってきている。 
日本は、気候や地形・地質条件から自然災害の多い国であり、災害に対するリスクマネ

ジメントが国民的課題である。日本学術会議第 20期の「地球規模の自然災害に対して安全･
安心な社会基盤の構築」委員会は、平成 19年 5月に対外報告書で災害認知型社会への転換、
自然災害発生のメカニズムに関する基礎知識、異常現象を判断する理解力および災害を予

測する能力を養うため、学校教育における地理、地学等のカリキュラム内容の見直しを提

言した。ハザードマップと地域の地形や地質、過去の災害履歴と居住場所の自然条件との

関係などの調べ学習を通して、地域住民の自主的な判断で、公共の精神に基づいた災害に

強い地域づくりへ参画する能力が育成されるのである。新教育基本法の教育目標としての

「自主及び自律の精神」、「職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度」、「公共

の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度」は、災害国日本
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では、災害に強い地域づくりにも求められている。 

さらに、近年の犯罪の増加に対処するため、犯罪を未然に防止しようとする防犯環境設

計（CPTED）1の考え方は、防犯を地域の環境問題として捉え、GISを利用した地域安全マ
ップ分析2などにより、地域の安全マップ作りから地域環境の改善をはかり、安心・安全な

地域づくりを住民が主体になって実現しようとするものである。 

 高度情報化社会に入り、情報技術の進歩は著しいものがあるが、GIS（地理情報システム）
や GPS（汎地球測位システム）の技術開発は、地図の電子化を促進させ、基盤地図情報3の

ような社会情報基盤を必要とする地理空間情報社会を発展させた。また、地理空間情報活

用推進基本法が第 166回国会で制定された。すべての自治体に GISが導入され、国民生活
のあらゆる分野で地理空間情報が重要になるといわれている。このような地理空間情報を

意思決定支援ツールとして GISで活用できる人材の育成は、国家的課題でもある。しかし、
現行の地理教育においては、これらの新しい技術は充分に反映されていない。特に、教員

に GIS の知識や利活用するスキルがなく、教材においても電子化された地図帳の利用もす
すんでいない。 
さらに、文部科学省の平成 15年度の中学校教育課程実施状況調査によると、球面上で地

球規模の位置関係をとらえる技能や、その基盤となる地理的知識の不足が報告されている。 

地理空間情報の定義は、地球上の位置に関連づけられた情報であるが、その基礎的な位置

に関する理解は、地理空間情報を活用する上で不可欠のものである。 
 以上のような問題意識のもと、日本学術会議地域研究委員会、人文・経済地理と地域教

育（地理教育を含む）分科会と人類学委員会は、「学校教育における地域教育（地理教育を

含む）」について、平成 18年度から審議を重ねてきた。 
平成 18年 12月 18日の合同分科会では、櫻井明久氏が、地理教育改善への視点として、
「社会科などの教科では、社会的な自立や社会参画への意識向上が求められており、地域

計画やまちづくり、防災への対応などの教育内容を充実し、工夫することによってこうし

た要望に応じることができよう。」と報告している。 

また平成 19年 1月 19日の合同分科会では、竹沢泰子氏が、多文化共生社会を実現する
ためには、その主役である地域住民、また明日の主役の意識変革のために、学校教育自

体が、多文化共生のものの見方・考え方を積極的に導入する必要があると報告した。 

その後、文部科学省教育課程関係者などの意見も聴取して審議を重ね、ここに『現代的

課題を切り拓く地理教育』として対外報告を作成した。 

                                                   
1 CPTED（Crime Prevention through Environmental Design 防犯環境設計）は、人間によってつくられる適切な住
居環境や地域計画などによって犯罪の減少、住民の生活の質の向上を目指そうとする 1970年代の米国から発達した考
え方で、現在の犯罪地域分析のベースにある。 
2 GISを利用して子供達が身近な地域の安全マップづくりをし、地域の NPOなどと連携して、子供にとって安全で安
心な地域づくりをする自治体が増えている。 
3 社会情報基盤として整備される大縮尺の電子地図情報。基準点、道路など、骨格的な国土情報を含む。現在でも国土
地理院の電子国土Webから、1/25,000(全国)や 1/2,500(都市計画地域のみ)が、いつでもどこでも誰でもインターネット
で利用可能になっている。 
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２．これからの地理教育にむけての提言 

 

2. 1 時間的観点と空間的観点のバランスのとれた学習の推進 

 

どんな物事に対しても、まず「いつ？ どこで？ どういう所で？」という問いかけか

ら始めるような時間軸と空間軸でバランスよく物事を考える学習の習慣を身につけさせる

ようにすること。 
  

あらゆる事象に対しては、「いつ」「どこで」「どのような所で」そして｢何が｣、さらには

「どのようなものが」という基本的な問いかけがある。とくに「いつ」と「どこ」は、時

間軸による位置づけと空間軸による位置づけ、あるいは歴史的な観点と地理的な観点と言

い換えることもできる。私たちは、何かを見たり聞いたりするときに、かならずそれが、

いつ、どこで、どのようにして起こったのか、という問いかけからはじめて具体的な内容

をつかんでいく。「いつ」は、より具体的には年代や時代のイメージをつくってゆき、｢ど

こで｣は、空間像・地域像の形成に結びついていく。 
 現在の初等・中等教育の社会科の学習指導要領では、この両者がともにバランスよく学

習されるよう配慮されている。しかし実際の教育現場、とくに高校の地理歴史科教育では、

かなり偏ったかたちでしか履修されていないことはかねてから問題になってきた。これに

対しては、地理学関連学会からこれまでに多くの要望・陳情や声明が出されてきた。また、

日本学術会議では「高校地理歴史科教育に関する分科会」を設置し、現在、検討している。 
 しかしこの問題は、高等学校の教育課程にとどまらず、初等・中等教育全体において深

刻な問題になっている。現在の子どもたちが、世界の国や日本の都道府県についての非常

に基礎的な知識をもっていない傾向がつよまっている。単に国名や都道府県名を記憶する

ことは地理教育の内容ではないが、最も基本的な知識をもたないまま、高学年で高度な学

習内容を提供しても、興味を引くに至らずに終わってしまうことも多いと考えられる。と

くに社会全体のグローバル化に対応するためには、世界の国や地域の理解が不可欠である

が、多様な国や地域をどのようにみていくのかという点について、地理教育は基礎的な知

識から始まって、地域を理解する方法をも提供することができる。 

また、時計と同様にGPS付携帯電話などが大量に普及すると「いつ」、「どこで」、「ど
ういう所で」に関する瞬時の理解は、日常生活のあらゆる面で必要となり、高度情報化社会

に生きる人間の基礎的な要件になると考えられる。GISが普及すると多種多様な情報を地図
化して考えるという日常生活のスタイルも形成され、地球上の位置に結び付けて地理的、空

間的に物事を考えることは、地球規模の課題を身近な問題として理解する上でも重要である。

平成19年第166回国会において地理空間情報活用推進基本法が制定され、生活のあらゆる面
において地理空間情報が重要になる時代が到来するゆえに、「いつ」、「どこで」、「どう

いう所で」という問いかけは、生きるために必須の条件になりつつある。 
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2. 2 多様な地域的問題を的確かつ総合的に理解し、地域に愛着をもって地域づくり 

に参画できる人材の養成と地理領域の教員の適切な確保 

 
現代における地域の変化を理解し、国や地域の多様性を尊重して公平な意思決定ができ、

地域に愛着をもって地域づくりに参画できる人材の育成をはかること。そのため、国土や地

域問題に関心の低い児童・生徒をこれ以上増加させないように学校教育における地理領域を

正しく教えられる教員を適正に採用すること。緊急の問題として“地理の 2007年問題”と
いわれる地理系教員の激減に対策を講ずること。 

 

20世紀末、階層ネットワーク型の工業社会から、水平ネットワーク型の知識情報社会へと
世界規模で大きく転換した。しかし、真の知識情報社会の構築を大きく妨げているのが、人々

の地域間に横たわる差別意識である。そのことが、日本の国際競争力を低下させ、地域間格

差をも深刻化させ、地域問題の解決を難しくしている。 

平成18年の豪雪の際、あるブログに「雪国では豪雪の被害が大変というが、何で不便な豪

雪地域に住む必要があるのか。」という書き込みが見られた。こうした考えには、東京など

大都市を礼賛し、地方を切り捨てる思想が影響しているといえる。「進んでいる、遅れてい

る」という単純な発展史観を克服し、地域を正当に評価し、多様な地域や文化を受け入れる

姿勢を育成することが重要である。地域には多様性があり、それらが相互に補完しあうこと

で地域社会は成り立つ。地理教育は、これらの地域問題への基礎的知識や考え方を育成する

ものである。また、地域活性化をはかるために、地域の自然、文化・伝統、産物などを地域

資源として活用し、住民参加型による地域づくりが重視されるようになってきた。地域問題

や地域づくりへの関心を初等・中等教育で正しく教育することは、国家的な課題である。 

国土の土地利用に関する理解は、地域づくり、まちづくりの基本であり、そのあり方を身

につけさせることは、21世紀の国土構造を構築し、コンパクトなまちづくりや、伝統や環境
を配慮した美しい景観づくりに積極的に参画する人材を育成することになる。しかし、この

地域の土地利用や自然、文化・伝統などを、地域の調べ学習（地域調査）によって理解する

力が確実に弱くなっている。平成15年度中学校教育課程実施状況調査によると、身近な地域
の特色を調べる学習（地域調査）を忌避する傾向（嫌いが45.6％、好きが28.9%）(参考資料

３)が見られる。地域の調べ学習は、教員の地図の利用に関する理解や、地域調査の経験が生

徒の満足度に影響するため、教員の地理教育に対する力量のなさが、生徒の学習への関心度

を低下させているとも考えられる。同様のことは、理科教育においてもより深刻である。 

このような状況下でも、かつて地理が必修であった時代に採用された地理学を専攻した多

くの教員が教育現場を支えてきた。ところが平成19年以降、退職者が増加する中で、地理は
必修でないためその補充は期待できない。そのため、一般的に“地理の2007年問題”(理科

教育では、地学の2007年問題がある) といわれる地理領域の教員の急激な減少が進めば、地

域問題に関心の薄い児童・生徒をさらに増加させることが懸念される。このような危機を避

けるために地理的領域を正しく教えられる教員を確保し、適正に配置することが急務である。 
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2. 3 環境問題解決の知識基盤としての地理教育の重要性の認識 

 

 地球規模の問題を解決する能力を育成するために、風土的・空間的な思考力の育成とその

基盤になる地理的基礎知識の習得を図ること。特に地理的基礎知識が環境教育の知識基盤と

して重要であることを認識して、初等・中等教育における一貫したカリキュラム体系を実施

すること。 

 
日本学術会議は、「日本の計画」（平成 14年 9月）の中で、環境問題を含む地球規模の問

題解決に積極に貢献するため、21 世紀初頭の人類史的課題を、根本的には地球の物質的有
限性（地球の有限性）と人間活動の拡大とによって生じた「行き詰まり問題」としてとら

えている。これを解決するには、「持続可能な人間社会の発展を目指す循環型社会の構築」

が必要であり、そのためには「世代間倫理、社会倫理、生活倫理を共有し、人間活動の場

と密着した風土の倫理に基づいて考究されなければならない。」と指摘した。この考え方は、

「人間は地表(土地、自然、空間)とどのように関わっているのか」という地理教育の本質に
通ずるものがある。4 この点を踏まえ、地球規模の人類史的課題を理解するには、 

  ①  地表の各地には個性的で多様な人間・場所が存在している。 

  ②  人間・場所は空間的位置を占めて存在し、各空間は相互に関連している。 

  ③  人間・場所は環境（特に自然環境）との関わりの中で存在している。 

の三つの視点が重要であり、これらは、学校教育の中で体系的に学習する必要がある。地

理教育においてこの三つの視点を地理的基本概念（用語）として示すと、次の三大基本概念

にまとめられる。 

  ① 地域（下位概念として、地域性、地域的特色、場所、総合、変化などがある。） 

② 空間（下位概念として、位置、分布、立地、配置、地域間関係などがある。） 
③ 環境（下位概念として、自然・人間関係、自然環境、社会環境、環境共生、循環型社
会などがある。） 

この三大基本概念が地理教育の具体的テーマであり、これに関する知識・理解をはかるこ

とが地理教育の具体的な目標となる。わが国の地理教育は、小・中学校では社会科教育の一

環として、高校では地理歴史科教育の一環として存在している。特に小学校の社会科は、中

学校と異なり、地理・歴史・公民の各分野に分かれていないが、中学校との連続性を考慮し、

小学校高学年から中学校低学年において、基礎・基本的内容を充分に学習することは非常に

重要である。初等・中等教育における一貫したカリキュラム体系がのぞまれる。また、日本

環境教育学会の小澤紀美子氏は、平成19年4月16日の合同分科会（人文・経済地理と地域教
育分科会と人類学分科会）で環境教育のベースにある自然と人間活動とのかかわりに関する

基礎的知識は、地理教育によって養われる部分が多いと指摘された。 

                                                   
4 山口幸男(2007)「人間及び人間存在の風土性・空間性に関する地理教育論的考察ー和辻哲郎の風土論を基に」新地理

（日本地理教育学会）54-4, pp.34-42. 
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2. 4 グローバル化に対応する多文化共生を実現するため「文化」についての学習の充実 

 
 グローバル化の進行に対応して、差別意識や人種主義を克服し、異文化理解を促進する

ために、文化という概念や海外の多様な文化のあり方を具体的に教え、多文化共生を実現

すること。文化概念に関連する民族、国民国家、アイデンティティ、郷土などの概念の正

確な理解も重要であり、文化についての学習のあり方を根本的に再考し、充実を図ること。

 
現代世界はグローバル化が進行し、遠隔地との交通、資金・物資・情報の流通は加速度

的に拡大し、社会のあり方は高度に複雑化している。このような時代にあって社会科（高

等学校教育にあっては地理歴史科と公民科）は、「世界の中の日本」を総合的な視野にたっ

てとらえることのできる真の国際人を育て、多文化共生を実現するため、もっとも重要な

教科、分野である。 
海外でのさまざまな活動を行う日本人の数も、海外からやってくる外国人の数も急速に

増えており、国際結婚も増加している。人々の日常の暮らしの中で異文化と接することが

必然的となってきているにもかかわらず、草の根レベルでのあるべき国際交流が根付いて

いるとは言い難い。異なる文化的背景をもつ人に対しては、誤解と偏見に満ちた態度に陥

りがちで、異質な文化への共感に立脚した相互理解の姿勢に欠けている状況が多く見受け

られる。この「異質な文化への共感」というのは、日本と諸外国との文化的な違いと共通

性に対する真摯なる関心を滋養し、日本国内での多文化・多民族状況、さらには地域、階

層、職業、ジェンダーなどによる多様性を理解するところから始まる。こうした内なる変

異と外との異同について十分な理解力を持つ真の国際人を養成し、多文化共生を実現する

ことは、「現代の日本」において必要不可欠である（参考資料４）。以上の問題認識をふま

えて、地理教育・社会科教育の枠組で、人類のもつ「文化」の普遍性と多様性についての

学習をいっそう充実させることを提言したい。 

 日本の教育システムの中で、文化についての関心は、その重要度に比べてきわめて不十分

である。文化には、教養的な文化と、人びとの生活様式全般とがふくまれる。前者について

は、日本の伝統文化についての記述を増やすことが求められる。後者の生活様式全般につい

ては、単に衣食住や礼儀作法の表層的記述に終わることなく、価値観のレベルまで考察を深

めることが出来るよう配慮すべきであり、また宗教は迷信である、といった近代主義的な偏

見を露呈する記述を改める必要がある。現代においては、日本国内・諸外国における多文化

状況に関して、相互理解に基づく協調関係がつよく求められる。そのことは概念としての「文

化」および具体的な｢文化の多様性｣についての幅広い知識をもった人材を育成することで、

初めて実現されるものである。世界諸地域の人々の世界観を総合的に理解できるように、文

化のみならず、文化概念に関連する民族、国民国家、アイデンティティ、郷土などの概念の

正確な理解が重要である。その意味で、文化についての学習のあり方を根本的に再検討し、

その学習の充実を図る必要がある。 
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2. 5 安心・安全な地域づくりのための地理教育の推進 

 

ハザードマップの利用や安全マップづくりなどの体験をとおして、災害などが起きる地理

的条件についての理解を深め、災害認知型社会における地域防災力を高め、安心・安全な地

域づくりに参画できる人材を育成すること。そのため、ハザードマップや安全マップなどの

教材化、自然環境と災害に関する教育内容を充実させること。 

 
 
平成 17年 6月の日本学術会議の『安全で安心な世界と社会の構築に向けて―安全と
安心をつなぐ』(安全･安心な世界と社会の構築特別委員会）の報告では、組織化され分
業化が進み過ぎた社会構造の中で、他者依存ではなく、自己責任が果たせる行動能力を

身に着ける教育体制と社会組織を作り上げることが提言されている（報告書 p.25）。こ
の提言を踏まえると、学校教育における地域教育を主に担っている地理教育では、安全

で安心な地域づくりにおいて児童･生徒が安全マップづくり5などの学習を通して地域

の実態を把握し、安全で安心な地域づくりに参画できる能力の育成が重要である。 
また、日本学術会議「地球規模の自然災害に対して安全・安心の社会基盤の構築委員

会」の提言（平成 19 年 5 月）において、社会構造の災害脆弱性に触れて、「居住地域
の自然環境について直接その自然に触れながら知識を得たり、地図を正確に解読したり

する人間能力の低下を招いている。その結果として、自然からの危険察知能力の不足と、

災害時に安全を確保するための有効な手段と体力、さらには避難路・避難場所等への関

心が薄らいできていること」（報告書 pp.8～9）を指摘し、適切な防災意識を国民が共
有するためには、ハザードマップ として整備されたハザード情報を国民一人一人に正
確に伝え、適切に受容してもらうことが重要であるとしている。 国民の防災意識を向

上させるためにも、ハザードマップなどを利用できる基礎的な地図力育成が、国家的課

題になっているといえる。またこの報告において、「災害が起きる地理的条件について

の基礎知識と、災害現象を判断する理解力、災害を予測できる判断力の育成が必要」で

あると指摘し、「地理や地学におけるカリキュラム内容の見直しも含めた基礎教育の充

実が望まれる。」としている。地理教育における自然や災害に関する内容の増加、およ

びハザードマップを理解する能力の育成が必要である。(参考資料５) 
身近な地域の安全マップづくりから、地域の問題点を発見し解決していこうとする安

全マップづくりは、自らの地域を調査することによって客観的に地域を理解し、自らの

判断で安心・安全な地域づくりに参画していこうとする行動能力を育成することになる。 

                                                   
5 安全マップづくりは、子供達が通学路などで、見通しの悪い狭く暗い場所や放置自転車の多い場所、土砂崩れなどの

災害の危険が高い場所などを地図上に記入し、地域の危ない場所を地図上に記入し、地域の安心･安全づくりに積極的に

参画する活動。三重県、大阪府などの GISを利用した安全マップづくりが有名である。 
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2. 6 地図/GISに関する教員のスキルの向上と教育現場での地図/GIS利活用の推進 

 

 地図/GISに関する基礎的知識や技能の習得により、地理空間情報を活用した学習の習慣を

身につけ、地域の自然、文化や歴史に愛着を感じ、地域づくりに参画できる能力、国際化や

地方分権を理解する人材を育成することが求められている。学校教育のなかで地図/GISを積

極的に利活用することが重要であるが、そのためは、教員の地図/GISに関する基礎知識や技

能の向上が必要である。地理教育の充実をはかるべく教員養成カリキュラムに地図/GISに関

する科目を新設し、現職教員への地図/GIS研修なども実施すること。 
 
近年、地図を利用して地域的・空間的思考ができない児童・生徒が増加している。基

礎的な地図力は、読み・書き・そろばんに匹敵する生きる上で重要な基礎能力であり、

小学校、中学校の早い段階で体系的に身に付けさせることが肝要である。地図の電子化

から発達した GIS では、地図スケールと表示内容の違いを理解することは、特に重要
である。それを地図表現に置き換えれば、人間は成長し経験を重ねることで、より総描

化された抽象度の高い地図を読解できるようになる。従って、初等・中等教育の地理教

育において、発達に応じた地図/GISの知識や技能の育成が必要である（参考資料６）。 
生徒に地図力が身につかない要因の一つに、明治から続いている「附図」意識が教師側

に消えないことが考えられる。明治 41年に地図は「附図」とされ、地理の教科書から切り
離され、教科内容を補完する補助教材として位置づけられた歴史がある。山、河川、集落

や地名の確認、あるいは工業地帯、都市の分布状況の把握など二次的な利用が中心になり、

カリキュラムにおいて、読図によって問題点を探ったり、地図から考えて発想したりする

といった地図教育が充分に実施されなかった。 
社会科教育、地理歴史科教育において、地図/GIS に対する教師の力量不足を改善するカ
リキュラムや研修が必要である。義務教育段階において、生徒全員に配布されている地図

帳をさらに活用するとともに、GIS の発展により電子地図が普及した今日、地図帳の電子
化、GIS を利用した地理教育の実施が不可欠である。デジタル地図は、縮尺が自在、地物
（道路や建物など）の表示・非表示も可能であり、不特定多数に瞬時に配布できるなど、

紙地図がもたない利点を数多く有している。最近では、変形地図（カルトグラム）、三次元

図、鳥瞰図、動く地図（動画）、アニメーション、音の出る地図、触地図などさまざまなタ

イプが作成されている。地図の応用範囲は格段に広がっており、地理教育に電子国土 Web
（国土地理院）や GoogleMAPを利用すれば、インターネットを通じて最新の地理空間情報
を入手可能になる。 また、GISは、住民参加のためのツールともいわれており、地方自治
体への GIS導入により地域情報がインターネットから得やすくなった。 

GIS の技術を地理教育によって国民に広めれば、地方分権時代を支える人材育成につな
がり、住民参加型による地域づくりの担い手層に必要な資質の育成が可能になる。 
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参考資料１   高等学校における教科書需要数の推移 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

表 1-1 高等学校における教科課程の変遷 
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 図 1-1 高等学校社会科種目別教科書需要数の推移（文部科学省の資料より）

社会科の科目は、「倫理・社会」、「政治・経済」、「日本史」が必修　並びに
「世界史A」・｢世界史B」から1科目、「地理A」・｢地理B」から1科目必修

「倫理・社会」、「政治・経済」の２科目必修　並びに
「日本史」「世界史」と「地理A」・「地理B」の中から３科目選択必修

（地理歴史科と公民科に分かれる）
　　　・地理歴史科のうち、「世界史A」・「世界史B」から１科目必修
　　　　並びに「日本史A」・「日本史B」、「地理A」・「地理B」から１科目選択必修
　　　・公民科のうち、「現代社会」又は「倫理」・「政治・経済」を必修

　　　・地理歴史科のうち、「世界史A」・「世界史B」から１科目必修
　　　並びに「日本史A」・「日本史B」,「地理A」・「地理B」から１科目選択必修　
　　　・公民科のうち、「現代社会」又は「倫理」・「政治・経済」を履修

平成１１年改訂

「現代社会」が必修、「日本史」、「世界史」、「地理」、「倫理」、「政治・経済」のうちか
ら選択必修

昭和35年改訂

昭和45年改訂

昭和５３年改訂

平成元年改訂
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参考資料２  大学生の国名・位置 認知度アンケート結果   

(社)日本地理学会の調査 

 

調査の概要 

  (社)日本地理学会の地理教育専門委員会のメンバーが中心となり、平成 16(2004)

年 12 月から翌年の２月にかけて、全国の 25 大学（3773 人内 1866 人は、高校での地理

履修者、1907 人は、未履修者）、高校(地理履修者)については９校（1027 人）に調査票

を配布してアンケート調査が実施された。マスコミによく取り上げられた国を含む 10

カ国の位置を、世界地図上の 30 の国に記した番号から選択するもので、10 分程度で回

答出来るものである。アンケート調査の結果から次の点が明らかになった。 

高校での「地理」履修者は国の位置についての認知度が高いこと。90％以上の位置認

知度を有する国の場合には未履修者との差はそれ程大きくないが、位置認知度が低くな

るほど「地理」履修の有無が大きな差となってあらわれる。統計的な検定を行った結果、

イラク、ウクライナ、ギリシャ、ケニア、ベトナムについては有意な差が認められた。

アメリカ、インドなど、大国で有名な国については大学生・高校生共に正答率は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 大学生の高校での地理履修、未履修別 国別正答率 
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表 2-1 大学生地理履修・未履修別 国別正答率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

図 2-2 大学生・高校生別 国別位置正答率の比較 
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大学生（「地理]未履修者）

高校生

正答数 正答率 正答数 正答率 正答数 正答率

アメリカ 1,814 97.2% 1,843 96.6% 3,657 96.9% 0.6%
イラク 1,139 61.0% 992 52.0% 2,131 56.5% 9.0%
インド 1,821 97.6% 1,830 96.0% 3,651 96.8% 1.6%

ウクライナ 1,131 60.6% 938 49.2% 2,069 54.8% 11.4%

ギリシャ 1,515 81.2% 1,371 71.9% 2,886 76.5% 9.3%

ケニア 1,365 73.2% 1,135 59.5% 2,500 66.3% 13.6%

北朝鮮 1,690 90.6% 1,717 90.0% 3,407 90.3% 0.5%

フランス 1,690 90.6% 1,623 85.1% 3,313 87.8% 5.5%
ブラジル 1,777 95.2% 1,725 90.5% 3,502 92.8% 4.8%

ベトナム 1,483 79.5% 1,293 67.8% 2,776 73.6% 11.7%

回答者数 1,866 回答者数 1,907 回答者数 3,773

履修者と未履修者
の差

地理履修者 地理未履修者 合計
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参考資料３ 平成１５年度小・中学校教育課程実施状況調結果より 

（国立教育政策研究所 教育課程研究センター） 

 

表 3-1 調べ学習に関する質問紙調査集計結果 中学校―社会（地理的分野） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この調査結果によると 3 種類の「調べる学習」において、嫌いだったという生徒の割合

が、好きだったという生徒の割合を大きく超えている。また、身近な地域、世界の国々の

調べ学習に関しては、教師は生徒が理解しやすい・興味を持ちやすいと考えているのに対

してよくわかった生徒比率もあまり高くなく嫌いだという生徒の割合が高い。教師と生徒

の意識にギャップが見られる。 

 

 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

575 43.5 374 28.3 0 0.0 0 0 374 28.3 1,323 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

876 66.2 245 18.5 0 0.0 0 0 202 15.3 1,323 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

16,379 38.2 14,793 34.5 15 0.0 21 0 11,713 27.3 42,921 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

12,409 28.9 19,577 45.6 20 0.0 25 0.1 10,890 25.4 42,921 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

347 26.0 685 51.3 1 0.1 0 0 303 22.7 1,336 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

501 37.5 550 41.2 0 0.0 0 0 285 21.3 1,336 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

16,334 37.6 15,743 36.3 11 0.0 24 0.1 11,294 26.0 43,406 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

12,486 28.8 19,818 45.7 25 0.1 24 0.1 11,053 25.5 43,406 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

585 39.9 412 28.1 2 0.1 0 0 468 31.9 1,467 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

787 53.6 288 19.6 1 0.1 0 0 391 26.7 1,467 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

16,091 33.8 19,977 41.9 21 0.0 42 0.1 11,523 24.2 47,654 100.0

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

12,344 25.9 23,574 49.5 16 0.0 50 0.1 11,671 24.5 47,655 100.0

無回答 全体

好きだった 嫌いだった どちらにも回答 その他 無回答 全体

よくわかった よくわからなかった どちらにも回答 その他

全体

生徒が興味をも
ちやすい

生徒が興味を持ち
にくい

どちらにも回答 その他 無回答 全体

生徒にとって理解し
にくい

どちらにも回答 その他 無回答

観察や調
査などを通
して自分達
の身近な
地域の特
色を調べる
学習

地図や統
計資料など
を活用し
て、都道府
県の地域
的特色を調
べる学習

教師質問
紙　設問
３（８）

地図や統
計資料など
を活用し
て、世界の
国々の地
域的特質を
調べる学習

教師質問
紙　設問
３（１）

生徒質問
紙　設問
３（１）　中
学２年生

その他 無回答 全体

生徒にとって理
解しやすい

生徒にとって理解し
にくい

どちらにも回答 その他 無回答 全体

どちらにも回答 その他

教師質問
紙　設問
３（７）

生徒にとって理
解しやすい

生徒にとって理解し
にくい

どちらにも回答

どちらにも回答 その他 無回答 全体

全体

生徒質問
紙　設問
３（８）　中
学１年生

よくわかった よくわからなかった どちらにも回答 その他 無回答 全体

好きだった 嫌いだった

無回答

生徒が興味をも
ちやすい

生徒が興味を持ち
にくい

どちらにも回答 その他 無回答

嫌いだった どちらにも回答 その他 無回答 全体

全体よくわからなかった

生徒が興味をも
ちやすい

生徒が興味を持ち
にくい

どちらにも回答 その他 無回答 全体

よくわかった

教師質問
紙　設問
３（７）

生徒質問
紙　設問
３（７）　中
学１年生

好きだった

生徒にとって理
解しやすい
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参考資料４  日本の国際化資料 

 

１）国内の国際化（日本在住外国人登録者関連統計資料） 

 

図 4-1 外国人登録者の現状（１） 

外国人登録者数は法務省 HP（http://www.moj.go.jp/）に掲載されている 2004 年度末現在の統計値。 

（総務省『多文化共生の推進に関する研究会報告書』（2006 年 3月）より） 

http://www.soumu.go.jp/s-news/2006/pdf/060307_2_bs1.pdf 
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図 4-2 外国人登録者の現状（２） 

（出典は図 4-1 に同じ） 

 

 

図 4-3 主な国籍(出身地)別外国人登録者数の推移 

（出典は図 4-1 に同じ） 
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２) 海外の国際化（海外在留邦人関連統計資料） 

 

図 4-4 海外在留邦人数推移 

    （外務省『海外在留邦人数調査統計』（平成 19 年速報版）より） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/tokei/hojin/07/pdfs/1.pdf 
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            図 4-5 地域別在留邦人数推移 

（出典は図 4-4 に同じ） 
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参考資料５  ハザードマップと地理教育関連資料 

「ハザードマップを活用した地震被害軽減の推進に関する提言」（2004 年 7 月 日本地理学会）より 

 
阪神･淡路大震災から十年が経過し、社会的には地震防災意識の風化も危惧され、改めて

防災戦略の見直しがなされるべき時期を迎えている。そのため、日本地理学会は、2003年
3月に一般公開シンポジウム「災害ハザードマップと地理学－なぜ今ハザードマップか？」、
2004年 3月には公開シンポジウム「地震被害軽減に役立つハザードマップのあり方を考え
る」を開催した。 
この２度のシンポジウムは、それぞれ学会内外から多数の参加者を集め、ハザードマッ

プ作成に関わる自然地理学の立場と、それを防災に活かす人文地理学および地理教育の立

場から、被害軽減により効果的なハザードマップの在り方や適用方策について、俯瞰的・

総合的見地から議論した。その結果、地域防災力向上のためにハザードマップが有効であ

ることを再確認した。以下の提言は、これらのシンポジウムにおける議論を取り纏めたも

のである。 
 提言の実現に向けて日本地理学会は、被害軽減のための地震防災対策の構築やその実践

に関わる関連諸機関および諸学会に対し、協働の取り組みとその推進を呼びかける。また、

日本地理学会は、①活断層研究の継続的推進、②土地条件図や地理情報システム等、地理

学的知見のハザードマップ作りへの適用、③生涯学習の場における防災教育、④地理教育

における体系的防災教育の実現、等において具体的な取り組みを強化する。 
（提言） 
自然環境と人間生活との適正な共存関係を探究してきた日本地理学会は、地震防災が直

面する問題解決に向け、地理学的視点から以下の４項目を提言する。 
(1) 陸域の活断層が起こす地震の被害軽減策のひとつとして、活断層の位置を考慮した適
切な土地利用の検討が必要であるが、未だにその検討が十分行われていない。このよう

な問題を解決する第一歩として、政府及び関連機関は、活断層の高精度な位置情報を取

得するための活断層調査を強力に推進し、その結果を適正に公開していくべきである。 
(2) 現状の地震動予測地図にはリアリティーが乏しい。地域防災力向上のためには、災害
イメージを具体的に実感できる詳細なハザードマップの作成が必要であり、その際には、

地点ごとのハザード評価に役立つ土地条件図や、可視化に優れた地理情報システム(GIS)
を有効に活用すべきである。 

(3) 地域防災力を高めるための啓発材料として、ハザードマップを広く普及させる必要が
ある。そのため、ハザードマップの理解を深めるための生涯学習が、地域社会において

強力に推進されるべきである。 
(4) 将来を担う子供達の災害対応力を高めるため、ハザードマップを活用した防災教育が
重要である。災害発生の場となる郷土の地域性を正しく理解した体系的防災教育が、地

理教育など学校教育の場において推進されるべきである。 
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参考資料６  地理的技能と地図/GIS 教育の事例 

 

表 6-1  地理的技能の水準と地図利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：（財）日本地図センター・家庭新聞社，2002，第 1回教育における地図活用セミナー 総合的学習に

おける地図利用― 太田弘「児童・生徒の学習意欲を高める！」これからの地図教育・GIS 活用―発表要

旨集．より 

 

表 6-2 学校に GIS 教育を導入する意義 

 

①   

 

② 

③ 

④ 

⑤ 

GIS は PC を用いて簡単にあらゆる空間情報を整理・管理できる転移可能なソフトであ

る。 

これからの情報化時代を生きる市民の持つべき資質として必要な技能である。 

現代の学習者を授業に引き込む情報教育を活用できる地理教育ソフトである。 

デジタル地図はこれからの紙の地図にとって代わりうる社会基盤である。 

生徒・児童ひととひとりの学習活動がつながり学習成果を共有することができる。 

 

資料：太田 弘「新しい地域学習－市民性の育成－教育ＧＩＳを利用して」藤沢市教育文化センター編発

行,2007 の報告書 pp.72-73 より 

分野 上位項目 下位項目
a　地図の種類
b　索引図
ｃ　入手先
a　図式
b　投影
ｃ　作業
a　位置関係
b　分布
c　相関関係
a　国勢調査資料
ｂ　産業統計
ｃ　理科統計
a　古地図
b　古文書
ｃ　考古学的資料
a　景観写真
b　空中写真
ｃ　衛星画像
ａ　野外観察
ｂ　観察記録
ａ　地図プロット
b　分類・整理

１　主題図作成 １　地図のテーマ
２　図式作成 ２　記号化
３　原図作成 ３　地図編集
４　製図・製版 ４　著作

3　画像資料

1　フィｰルﾄﾞワー
ク

D　地図をつくる。

2　データ整理

Ａ　地図利用

B　地理的情報の利用

C　地理データの収集・整理

１　地図検索

２　読図

3　分析

1　統計資料

2　歴史資料

 



 - 21 -

＜GIS 教育の研究事例＞ 

① 藤沢市教育文化センター社会科研究部会での地域学習に GIS を利用した事例 
「新しい地域学習－市民性の育成－教育ＧＩＳを利用して」藤沢市教育文化センター編集

発行,2007 の報告書より 

 

藤沢市では、早くから市民参加による市政を推進する目的でインターネットを活

用したシ７ステムが導入されており、2002 年から「デジタルマップ藤沢」が市民に

有償頒布された。2003 年には、国土交通省が公募した「GIS 利用定着化事業」

（2003-2005）のﾌｨｰﾙﾄﾞとして｢みんなで育てるふじさわ電縁マップ｣が採択され、イ

ンターネットを利用した WebGIS の実証実験が実施された。このような環境の中で、

教員などが「GIS は、地域学習の成果をまとめ、小さな市民として情報発信するツー

ルとして利用できるのではないかと考え、「新しい地域学習－市民性の育成－教育Ｇ

ＩＳを利用して」の研究が 4 年間実施され、その有用性に関しては研究成果として

報告書（2007 年）にまとめられた。 

 

② わが国の初等・中等教育における地理情報システムの活用に関する研究 
研究代表者 伊藤悟、平成１３～１６年度日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究 

Ｂ（１）課題番号 13480015 研究成果報告書 

 

地理教育に係わる研究者を中心に学校教育における GIS 利用の意義、教育現場での

利用の可能性 教材開発と GIS 教育実践例、GIS 教育用システム開発に関する研究成

果をまとめており、教育 GIS 研究の課題は、１）GIS 利用の学校教育のサポート ２）

啓蒙活動の展開 3)カリキュラムの検討と提示としている。その中で、台湾における

GIS 教育の実践事例が紹介され、日本との比較に関して以下のような記述がある。 

「台湾での学校教育を分析することで次のような課題が明らかとなった。すなわち、

小・中学一貫教育では、日本は台湾より遅れをとっているが、その要因の一つとし

て台湾は、日本、欧米にも目を向け、「学ぶ力を学ぶ学習」として、従来の台湾での

教育課程から大きな変貌を遂げるための国家的戦略があった・」6 台湾では、GIS

を利用した「学ぶ力を学ぶ学習」が積極的に推進されている。以下の表は、台湾の

林口高級中学校における GIS の教案例である。 

 

                                                   
6 井田仁康(2005)「学校教育におけるＧＩＳによる学習の位置づけと課題―台湾との比較による教育課程

の観点から―」p.40引用 『わが国の初等・中等教育における地理情報システムの活用に関する研究』研

究代表者 伊藤悟、平成１３～１６年度日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究 Ｂ（１）課題番号

13480015 研究成果報告書育課程の観点からー」 
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日本においては、教員への GIS 教育がおくれており、高度な空間分析を含む台湾の教 

案のような GIS 教育実践事例は少ないのが現状である。 

 

      表 6-3 台湾林口高級中学校における GIS 教育の教案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                資料：井田仁康(2005)前掲より 

 

 

時 学習目標 学習活動
主題図作成の方法を理解する。 資料からの主題図の作り方の説明をうける。

GISの意義を理解する。
グループを組み、与えられた課題についての課題解
決について検討する。

オーバレイ分析、バッファ分析、
ネットワーク分析などの基本概
念を理解する。

空間で分析する方法について考える。

GISの意義を理解する。
課題を解決した方法ついてＯＨＰを用い、空間分析し
ながら発表する、

GISの分析方法を理解する。 ＧＩＳについての解説を教師から受ける。

GISの応用について理解する。
林口台地の崩壊地形について
の研究方法を利用することがで

教師の林口台地の研究の説明をきく。

課題に応じた資料収集ができ 研究の方法を考える。

ＧＩＳを用いて林口台地の崩壊地
形を説明できる。

資料を収集し、立体図を作成する。

航空写真などからの崩壊地形での土地利用をみて
ここでの土地利用のあり方を考察する。
教師のオーバーレイ分析などによる解説をうける。

1

2

3

 


